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傾向があるため問題の所在がはっきりしない  

（脅藤，2000）ことも指摘されている。聴覚障  

害学生は，本当に体育授業で支援や配慮を必  

要としないのであろうか。支援や配慮を必要  

とするのであれば，どのような支援が必要で  

あろうか。聴覚障害学生の学習支援を保障す  

るためには，各大学の条件下で対応できるこ  

とを明確にし，実行可能な計画案を示すこと  

が必要である。そのためには，個々の大学に  

おける現状の把握が不可欠である。そこで，  

本研究は，本学における聴覚障害学生支援体  

制，共通体育における聴覚障害学生の現状に  

ついて調査を行い，それ等をあつめて実行可  

能な体育授業における支援モデルを作成する  

ことを目的とした。   

2．研究の方法   

2．1障害学生就学に関する支援体制   

障害学生支援委員会の資料（2005）より，聴  

覚障害学生の就学に関する支援体制について  

調査した。  

2．2 共通体育授業に関する現状調査   

2．2．1対象   

平成17年優に本学に在籍する聴覚障害学生  

（8名），聴覚障害学生を通年実技で担当した  

教員（5名）．聴覚障寄学生のサポートを担当  

した学生または補助者（以下サポート担当  

者，5名）とした。   

2．2．2 調査期間   

平成17年度1学期終了時に実施した。   

2．2．3 調査方法   

はじめに，聴覚障害学生に対し，面接によ  

る聞き取り調査を実施した。調査は調査担当  

者と対象者が対面する形で，質問項目順に実  

施した。対象学生のコミュニケーション方法  

を確認し，手話と要約筆記を併用し，調査担  

当者が聞き取り内容を文字化しながら，双方  

で内容を確認する方法で行った。次に，授業  

担当教員とサポート担当者へ質問紙を用いた  

1．はじめに  

聴覚障害者を対象とした教育は，補聴器の  

普及，早期教育の実施によって他の障害に先  

んじて統合教育（インテグレーション）が進ん  

できた（鷲尾，2002）。文部科学省による「今  

後の特別支援教育の在り方について（最終報  

告）（文部科学省，2003）」で就学規定の弾力化  

が図られたことや聾学校在籍児童・生徒の重  

機化で，聴覚以外の障害がない児童，生徒は  

今後．通常の小・中学校だけでなく高等学校  

や大学に在籍することが予想される。   

大学に在籍する障害学生については，2000  

年以降に全国規模の調査（国立大学協会  

2001，NPO法人日本障害学生教育支援セン  

ター2002，日本聴覚障害学生高等教育支援  

ネットワMク（PEPNeりapan），2005）が実施  

されたことで現状が明らかになってきた。現  

在，聴覚障害学生が1名以上在籍する大学の  

割合は，約33％であることが示されている。   

障害がある学生のための大学体育授業につ  

いては，兵藤ら（1989），南ら（1994），水田ら  

（1995），島岡ら（1995），佐藤ら（1996），綿・  

佐藤（1997），山内・中野（2003），内藤ら  

（2003），荒井・中村（2005）などが指導方法や  

実践例を報告している。しかし，これらの研  

究報告は，対象が肢体不自由，視覚障菩，外  

傷・疾病による運動制限がある学生であり，  

聴覚障害がある学生を対象とした授業展開  

は，水田ら（1995）の報告に叫部見られる程度  

である。このことは，体育授菜において聴覚  

障害学生は，特別な配慮を必要としない存在  

であると据えられてきたことが推察される。   

聴覚障害学生を担当した経験がある，体育  

以外の大学教員を対象とした調査（自摺・徳  

臥1999）では，授業に参加している聴覚障  

害学生に対してどのように対応すればよいか  

分からずとまどったことがある老が90％以上  

にのぼることが報告されている。また，体育  

授業においても聴覚障害学生は「要望しない」  
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アンケート調査を行ったl⊃質問紙は封筒に入  

れて配付し，記人後は専用のボ、ソクスにて回  

収した。   

なお，本調査は，各対象者に調査の趣旨と  

方法を説明し，個人が特定されない形での結  

果の公表について同意のもとに実施した。   

2．2．4 調査項目   

調査項目は，以下の通りである。   

体育授業での支援・補助の必要性と実際   

体育授業での種目選択理由（聴覚障害学  

生）   

体育授業での配慮・工夫（授業担当教員）   

授業で困ったこと，要望すること（聴覚   

障害学生，授業担当教員，サポート担当  

者）   

3．結果   

3．1障害学生就学に関する支援体制   

本学は，関学以来，多くの障害学生が在学  

し，これまでも障害学生の学習支援を行って  

きた。さらに，平成13年度から，全学的な障  

害学生の支援のための基本方針等を審議する  

ため，障害学生支援委員会を置き，障青学生  

支援専門委員会が設置されている。   

障害学生の受け入れに際しては，各教育組  

織が受け入れ体制を整備することになってお  

り，障害学生支援委員会（同専門委貝会）は，  

教育組織に対し，整備の必要性や整備方法等  

を助言し，または相談を受けることになって  

いた（図1）。   

聴覚障害学生への支援として，ノートテイ  

クや手話適訳などを雇用するための予算措置  

があった。対象学生の学年・専攻で時間数に  

上限があるが，対象学生が大学へ申請をする  

ことで利用できる形態であった。  

・具体的支損  
・相談 など  

図1本学の障害学生支援体制  

3．2 体育授業に関する現状調査結果   

表1は，聴覚障害学生を対象とした，体育  

授業における補助の必要性と実際についての  

調査結果である。体育授業での支援・補助の  

必要性については，聴覚障害学生8名中6  

名，教員の5名中3名が必要であると回答し  

た。1学期の授業において何らかの配慮や支  

援があったのは，8名中5名であり，支援の  

必要性はあるが実際に配慮や支援を受けるこ  

とが出来なかった学生が1名であった。  

衷1体育授業における補助の必要性と実際  

聴覚障害学生の体育受講状況  

必要性あり 必要性なし  

聴覚障書を知らせる範囲   

クラス全体   

教員と友人   

教員のみ   

友人のみ   

伝えない  

サポート実践者   

補助者   

教員十友人   

教員のみ   

友人のみ   

なし  

種目選択理由   

自分の興味・関心のあるもの   

サポートを頼む友人にあわせる   

先輩聴覚障害学生の意見・評判  
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れた。授業担当教員は，聴覚障害学生からの  

積極的な意思表示を期待し，サポート担当者  

からは，サポートの役割と範囲を明確にする  

ことが示された。  

表2 教員の配慮事項（複数回答）  

体育授業での選択種目とその理由について  

は，サポートの必要性があると考えている学  

生は，自分の興味関心があり履修したい種目  

よりも，サポートを頼めそうな友人の選択す  

る種目や過去に聴覚障害学生が履修して，聴  

覚障害学生が履修しやすいと評判のある種目  

を選択する傾向があった。   

聴覚障害者であることを知らせる範囲につ  

いては，公表しなも1（したくない），友人の  

み，授業担当者（教員）のみ，授業担当者と一  

緒に受講する親しい友人，授業担当者とクラ  

ス全休まで幅が広く考えられ，現在受講して  

いる授業においても，個々に対応が異なって  

いた。また，実際にうけた配慮や支援につい  

ても質・量ともに個々に大きな適いがあっ  

た。   

表2は，聴覚障害学生を担当した教員が  

行った体育授業での配慮・工夫を示してい  

る。ゼスチャーを多くすることや実技には必  

ず示範をいれる，板書など，硯覚悟報を取り  

入れていることがわかった。また，共通合図  

を決めたり，簡単な手話・指文字なども使用  

されていた。ティーチング・アシスタント  

（以下，TA）を配置して，補助させること  

や，意図的に学生間でサポートさせる工夫も  

指摘された。一方で，特別な配慮をしないこ  

とも配慮だとする回答もあった。   

表3は，授業で困ったことについて示した  

ものである。聴覚障害学生からは，友人にサ  

ポートを依頼することに関連することが最も  

多く指摘されており，次いで授業担当教員と  

の関わり方に関することが指摘されていた。  

一方，教員からは，聴覚障藩学生が抱える困  

難性の理解や具体的な関わり方に関して，サ  

ポート担当者からは，受講生でもある自分の  

立場に関連して，補助する役割と範囲につい  

ての問題が指摘された。   

表4は，要望について示したものである。  

聴覚障害学生からは，授業担当教員に対する  

要望と支援システムについての要望が指摘さ  

教員の配慮事項  

TAをつける  

携帯筆記ボード  

ゼスチャーを多くする  

共通合図を決める  

簡単な手話・指文字を使う  

活動時に必ず示範をいれる  

全体に資料配付する  

積善を多くする  

ペアでの活動を多用，自然にサポートさせる  

特別な配慮をしないことも配慮  
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表3 困ったこと（棲数回答）  

聴覚障害学生から  

頼りにしている友人が休むと情報が伝わらない  

友人が希望する種目が自分の興味とあわない  
デモをしながらの説明がわからない  

先生に意見を出してよいか迷った  

何度も希望を伝えているが′ うまく伝わらない  

4
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コミュニケーション方法  

何が因っているのかわからない  

聴覚障害学生の存在を忘れて進めてしまう  

特にない．受講していることを知らない  

3
 
つ
L
 
l
 
l
 
 

サポート担当者から  

ゲーム形式になると筆記ではついていけない  

ゲームに夢中になると支援を忘れてしまう  

どこまで補助すればよいのかわからない  

バディを固定きれること  

2
 
つ
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l
 
l
 
 

表4 要望（複数回答）  

聴覚障害学生から  

分からない時に質問できる授業の雰囲気づくり  

体育履修に関する相談窓口の設置  

ルールや技術などのプリント配布  

授業の流れを板香．次に何をするのかを明示  

TAの役割と範囲を明確に  

説明に身ぶり手ぶりを使う  

体育で利用できる支援制度を示して欲しい  

実技は手話通訳がよい  

4
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自分から要望をはっきりと出して欲しい  
・何が必要で，何が不要か  

・どの程度の声．口の開け方，距離がよいのか  

・必要なときはその都度申し出て  

必要に応じて特別クラスで対応  

サポート担当者から  

サポートの役割と範囲を明確に  1  

（人）  
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る。しかし，デメリ、ソトとして，サボ岬卜担  

当者にも授業を受ける権利があるので，授業  

に夢中になって情報保障が中断されることが  

ある。また，そのような時でも苦情を言いづ  

らい，サポート担当者が欠席すると情報が伝  

わらない，種目選択時の優先事項は，自分の  

希望する種目ではなく，サポートを痛めそう  

なクラスメートが選ぶ種目にするなどであ  

る。   

共通体育では，授業担当者がmの配置を  

要求できる。現在配置されているmは，障  

害学生のためのTAではない。したがって共  

通体育に位置づけられたmは，障害学生の  

mを兼ねることは出来ても，専業ではない  

ため，全体に対するモデリングなどを行う掘  

削ま，情報保障がなされない場面が生じるこ  

とになる。山方で，聴覚障害学生支援経費に  

よる補助者は，聴覚障害学生の要望によって  

配置され，聴覚障害学生の情報保障だけに専  

念できる。静養形式の場合は，後者のスタイ  

ルが∵般的であるが，このシステムが共通体  

育でも利用できることが教員，学生ともに知  

られていない。体育実技の場合は，実技の専  

門性を持つ補助者が配置されることで，専門  

性に即した質の高い補助が可能である。そこ  

で，体育実技で求められる補助者の役割を明  

確にする必要がある。｝本研究対象は，大学に  

おける共通体育，いわゆる一般体育実技であ  

る。また，本学における体育の目標，内容と  

種目を考慮すれば，まず優先すべき役割とし  

て種目の専門性を有し，実技の補助に対応で  

きることがあげられる。次に情報保障に関す  

る方法や専門性であるが，両方の専門性を備  

えた補助者を見つけることは現在の状況では  

困難である。したがって．教員が配置する  

mの場合は種目の専門性を重視しがちであ  

ることは止むを得ないであろう。しかしその  

場含も情報保障に対する配慮を常に心がける  

必要がある。   

経費の視点から検討すると，聴覚障軍学生  

4．考察   

4．1共通体育の支援体制   

本学は，ほぼ継続して聴覚障害学生が在籍  

し，支援のノウハウが伝承できる大学として  

位置づけることができる。PEPNetJapanの  

報告（2005）によると，このような大学におい  

ては，学内でボランティアを募り，ノートテ  

イクを中心とするサポートモデルが有効に機  

能していることが示されている。しかし，そ  

れは主に講義科目におけるサポートであり．  

実技や実験のサポート方法については示され  

ていない。また，野村（1997）の報告による  

と，受講全講義に対する情報保障の必要性と  

実際に情報保障が得られた割合を，授業形態  

（講義，外国語，ゼミ・演習，実根，実腕）別  

に比較したところ，講義，外国語についての  

補助割合が高く，体育実技については実際の  

情報保障は30％未満であることが示されてい  

る。この傾向は最近の調査（橋本ら，2006）で  

も同様であり，聴覚障害学生の体育実技は，  

70％以上が教員1名のみで担当している現状  

が示されている。   

今回の調査で明らかとなったことは，共通  

体育は支援体制が明確でないことである。障  

害学生支援委員会の見解では，障害学生の受  

け入れに際しては，各教育組織が受け入れ体  

制を整備することになっている。しかし，今  

回の聞き取り調査結果では，「共通体育には  

補助者がつかないと思っていた（聴覚障害学  

生）」，「聴覚障害学生のためのmや補助者の  

費用はどこが負担するのか（聴覚障害学生，  

教員）」という指摘がなされている。これは，  

体育センターが，学生が所属する教育組織と  

は異なる独立した組織であるため，支援の主  

担当がどちらの組織にあるかの共通認識がな  

されていなかったことが考えられる。  

クラスメートにサポートを依頼する場合の  

メリットとしては，費用や手続きが不要，授  

業後でも気軽に質問できることが考えられ  
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生を対象に実施した調査結果でも指摘されて  

いる。聴覚障害学生には「要望しない」傾向が  

あり，特に，指導者の指示や示範がわからな  

いときでも，半数以上の者が分からないまま  

動く，大体の感じで動くと回答している体育  

実技における現状（密藤，2000）も報告されて  

いる。これは聴覚障害学生に対し，自らが具  

体的に，何をどうして欲しいと意思表示する  

よう働きかけるとともに，意思表示できる場  

の整備をすることが必要であると思われる。  

そこで，図3に示すような相談窓口の設置が  

期待される。共通体育に関する相談窓口を設  

置することで，授業担当教員に直接要望を伝  

える，友人や補助者を通して伝える選択肢に  

加え，学生，補助者，授業担当教員それぞれ  

の情報を一元化して共有し，必要な情報や助  

言が得られる環境を整える。e－mailや文字  

ツールを利用すれば，聴覚障害学生も意思表  

示しやすいと思われ，現行の組織体制に組み  

込むことは可能であると思われる。  

に配分される経費負担がない方法は，教員が  

配置するmと聴覚障害学生がボランティア  

としてサポートを依頼するクラスメートによ  

るものである。一方で，情報保障を重視する  

場合は，有償の補助者が選択肢としてあげら  

れる。この補助者にも，聴覚障害学生のニー  

ズで，通訳の専門性がある補助者か実技の専  

門性かを選択できる形を設ける。補助者に配  

置形態，専門性，経費の視点から選択肢を設  

け，聴覚障害学生のニーズで選択できる体制  

（図2）を整えることは可能だと思われる。  

図2 学生のニーズで選択できる支援方法  

4．2 情報を一元化した対応窓口   

聴覚障害学生が受講していることを授業担  

当教員が把握できない現状がある。聴覚障害  

学生の中には，自分が聴覚障害であることを  

積極的に公開することを望まない老もいるこ  

とが聞き取り調査結果から示された。現在の  

システムでは，本人の申し出がなければ障害  

の有無を授業担当者が把握することはできな  

い。また，本人から申し出があっても具体的  

にどのような配慮をすべきかを相談できる専  

門の窓口もなく，本人も授業担当者以外で  

は，どこに相談すればよいのかが分からない  

現状がある。   

聞き取り調査で教員から指摘された，「何  

が因っているのかわからない」や「具体的にど  

うして欲しいのかを示して欲しい」というこ  

とについては，白澤・徳田（1999）が，大学に  

おいて聴覚障害学生を担当した経験のある先  

図3 期待される支援体制  

4．3 体育実技で求められる情報保障   

聴覚障害学生を担当した教員が行った体育  

授業での配慮・工夫では，ゼスチャーを多く  

することや実技には必ず示範をいれる，板書  

するなど視覚情報を取り入れていることがわ  

かった。また，共通合図を決めたり，簡単な  

手話・指文字などが使用されていることが示   
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菜担当者への具体的なノウハウの提供など検  

討すべき視点は多い。   

5．まとめ  

聴覚障害学生の共通体育における現状と課  

題を把握し，実行可能な体育授業における支  

援体制について検討した結果，以下のことが  

示された。  

1）共通体育の支援体制：補助者の配置形   

態，専門性，経費の硯点から複数の選択   

肢を設け，聴覚障害学生のニーズで選択  

できる体制にすること。  

2）情報を一元化して対応できる窓口の設   

置：授業担当教員に直接要望を伝える，   

友人や補助者を通して伝える選択肢に加  

え，共通体育に関する相談窓口を設置  

し，学生，補助者，授発担当教員それぞ  

れの情報を一元化して共有し，必要な情   

報や助言が得られるような揚を設屈する  

こと。  

3）体育実技で求められる情報保障方法の検   

討：情報提示方法の工夫，IT機器の活  

用，授業担当者への具体的なノウハウの   

提供など，体育実技で求められる方法を  

検討していくこと。   

今後は，これらを基によりよいサポート体  

制のあり方を検証し，共通体育の充実をすす  

めていくことが期待される。   
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